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（１） 取組の概要
今後の発生が懸念される東海・東南海・南海地震、首都直下地震

等の大規模災害に対して、迅速かつ的確に災害対応を行い被害を
局限化するため、災害対応能力を強化した巡視船艇や救難・防災
資器材の整備等を推進し、防災体制の強化を図る。

（２） 平成24年度の取組
① 巡視船艇の整備
大震災時において、広域かつ大規模な救出救助活動や被災者

支援活動を迅速かつ的確に実施するため、えい航能力、輸送能
力、給水能力等の災害対応能力を強化した１，０００トン型巡視船
を整備する。
また、迅速な現場到着のための高速性能や効率的な消火を行う

ための高い操縦性能を備えた３５メートル型巡視艇(消防型)を整
備する。

② 救難・防災資器材の整備
潜水作業時間を拡大し、より長時間・広範囲の水中捜索を行

うことが出来る新型の潜水資器材を整備するほか、原子力安全
対策資器材を整備するなど、現場第一線の救難・防災能力の向
上を図る。

③ 航路標識の防災対策
地震や台風といった自然災害に伴う航路標識の倒壊や消灯

等を未然に防止するため、航路標識の耐震補強、航路標識用
電源の自立型電源化(太陽電池化)等を推進する。

海上保安庁の災害対応体制の強化

【災害対応能力を強化した１，０００トン型巡視船】

【３５メートル型巡視艇(消防型)】
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